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概要
く論文)
本稿はBarrO型の社会資本を導入した生産関数をもとに政府の活動が軽済成長へ及ぼす影響を考
えているo　また、 Salop型の独占的競争モデルを導入し、独占的境争下にある銀行部門と郵便貯金部
門を考え、預金者にとっての銀行と郵便貯金の選別問題を考えている。しかも郵便貯金は財政投融
資という形で、政府部門を通じて社会資本への整備に向けられ、これが金融部門の溌争を促進し、
結果として銀行部門の効率性を高め、経済成長を促進することを示している。
1　はじめに
金融仲介機関が経済成長を促進することを示した先駆的な研究としてはPatrick [5]、 Shaw [7]
が存在する。彼らは相対的に競制が少ない状態での金融伸介棟関の発達が異時点間における資源配
分の効率性を高め、さらに生産性の高い分野への投資を促進させることを示している。このように
金融仲介機関としての銀行部門が経済成長において重要な役割を果たしていることは疑いのない事
実であるが、わがBl固有の問題である公的金融との関わりがどのような影響を及ぼすのかという問
題についての理論的な分析は十分ではないO
公的金融に関するサーベイとして最近ものでは筒井[9]が存在し、そこでは公的金融の歴史、
制度、特殊性、現状分析等が詳細に述べられている。公的金融の制度的な説明は筒井[9]に委ね、
本稿との関連する興味深い内容をいくつか紹介する。郵便貯金、厚生年金、簡易生命保険などを主
要な原資とする財政投融資は財政投融資計画に従って運用され、特別会計、銀行、公庫、公社、公
臥事業団等に貸し付けられる。その融資機関のひとつである日本開発銀行(現　日本政策投資銀
行)は主に大企業に付して長期資金を提供していたが、その本来の目的は「戦後経済の再建を目的
として設立され、石炭、鉄鋼等の基幹産業を中心に融資を行ったO 「戦後」が終わり、高度成長期
に入ってからは石油化学工業、電子工業等の新規産業の育成が主たる目標」 (筒井[9] plO9)と
なった。このように公的金融機関は民間銀行部門の補完的な役割を果たしていた。また、 「1970年
代からは、私鉄の輸送力増強、公害防止技術といった都市開発や生活関連産業向けが増加」 (筒井【9】
plO9)した。これは公的金融機関が民間企業を通じて社会資本の整備にも寄与していたことを示
1本橘は2001年目本金融学会秋季大会において報告された論文を修正したものである。報告に対して藤原賢哉先生よ
り貴重なコメントをいただきましたことを感謝しますoありうべき誤謬は筆者に帰することは言うまでもありません。
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している。このようにわが国における公的金融機関の役割は軽済発展において重要な役割を持って
いたことは間違いない。
財政投融資の原資のひとつである郵便貯金は昨今、その改革を含め、大きな問題となっている。
特に郵便貯金と銀行部門の関係は20年以上にも及ぶ論争を引き起こす微妙な関係である。しかしな
がら郵便貯金と銀行部門が預金者の立場でどのような関係にあるのかという開題は実証研究におい
て吉野・和ffl [10]など多数存在するが、その理論的な研究は十分ではないOそこで本矧ま銀行部
門と郵便貯金の関係を預金者の視点で理論的に分析する。 1
本稿の分析の基礎はSalop [6]による独占的競争モデルを金融機関の店舗展開に応用した
Chiappori et al. [4]である。彼らは店舗間の距離と金利の関係を理論的に示しているO本稿は銀行
部門においてSalop型の独占的戟争モデルを導入し、勅使貯金との横合関係を理論的に示している。
さらに本稿の特徴は内生的経済成長モデルに公共財を導入したBarro [1]に上述のSalop型の銀行部
門を導入している点であるo　このような特徴を導入することによりBarro [1]が主張する経済成長
に公共財が果たす役割だけでなく、銀行部門の発展を促す公共投資の重要性が理解され、また銀行
部門の発展が経済成長を促進するというPatrick [5]などの視点が別の角度から提示可能となる。
本稿との類似の研究としてはBerthelemy-Varoudakis [3]が存在するが、彼らは銀行部門におい
てクールノー型の寡占戟争モデルを用いている点が異なるo
最後にこれからの展開を述べるなら、第2節において企業、家計、銀行の各部門の行動を分析し、
第3節においては経済成長の重要な要因は何かを示している0第4節が結論であるo
2　モデル分析
基本的な構造を概観すると、経済主体は完全境争的な企業部Pl、政府、寡占競争下にある銀行部
門、郵便貯金部門、家計部門から構成されているo家計部門はSalop型の円環市場上に一様分布で存
在し、それぞれの家計にspecificな形態で郵便局が存在する。家計静門は単純なオーバーラッピン
グ…ジェネレーションズ・モデル(OLG)型の2期間モデルを考え、勤労期において稼得した所得
から消費を行い、老年期に備え、貯蓄を行うoその貯蓄より老年期において消費を行う。その貯蓄
手段は郵便貯金あるいは銀行部門への貯蓄である。その貯蓄の決定は郵便貯金が捷示する金利と銀
行部Plが提示する金利を比較し、さらに最も近距牡にある銀行への移動コストを考慮に入れ、決定
される。家計部門より貯蓄された銀行部門の貯蓄総額は銀行部Plが資本市場を通じて貸出という形
で、企業に資金が供給される。企業茄Flは資本を全て銀行部門からの借入れによって調達する。一
方、家計部門より貯蓄された郵便貯金の総額は財政投融資という形を通じて政府の公共財の支出に
全額付与される。
企業部門は完全競争的であり、労働、資本及び一般的な公共財を生産要素として財を生産してい
るo企業部門は政府から生産額に対して比例税タイプの税が課されている。政府部門はこの企業部
門の税収を財源として公共財を供給している。公共財のタイプには3種類存在しているo銀行部門
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に関わる公共財から述べるなら、銀行部門を設立するための固定費用に関わる公共財が存41三するo
銀行部Plのシステム関係は政府による通信分野への公共投資が増大すれば、銀行部門にとってのシ
ステム分野への投資額が相対的に低下することが考えられるC　このようなタイプの公共投資額の増
大は銀行部門の固定費用の低下を通じて銀行部門への参入を容易にするO　このようなタイプの公共
財に対する政府の支出額をGJとするO次に銀行部門と載便局が関わる公共財について考えるCすで
に説明しているように家計部門にとって銀行部門への貯蓄を阻害しているものは移動コストであ
るO　その移動コストには道路が整備されていないことも考えられ、 ATMなどが整備されていない
ことも考えられる。これらの銀行部Plにアクセスするためのコストは政削こよる道路網の婆億や通
信ネットワークへの投資などにより逓減することが考えられるO　したがって、銀行部門へのアクセ
ス費用を低下させるような公共財への政府の支出額をG2とするOそれ以外の一般的な公共財の政府
の支出額はGpとするo各部門の詳細な分析は以下の各分節において行うo
2.1企業部Fl
企業部門は完全妹争的であり、生産関数は資本Kと労働Lを用いたコプダグラス型の生産関数を
仮定している。従って、 t期における生産関数は
ll・　…IK/I　'<;:.一・ iい
となるo GpはBarro [1]に示されているように一般的な公共財であるOこの公共財の財源は全て比
例税によって賄われており、具体的には企業部門に対して、その生産量Yの総額に対してT,の比例
税率で課税されている。つまり、
Gp,t - rpYt (2)
という関係が存在する。企業部門は生産のために投入される資本を全て銀行部門からの借入によっ
て資金を調達する。従って、資本財価格は銀行部門からの借入利子率に対応しており、 r/となる。
労働市場におけるt期における賃金水準はW,である。企業部門は通常の最適化閉篭を解くことによ
り、各生産要素に対する需要は(1)を用いて
ri-(1-t)αAtK¥a-Ijl-as-il-a
wt-(l-r)(l-α-a/~il-a)AtK?L-"G
と与えられるoところで7はr≠,pとなる3公共財には一般的な公共財(Gp)以外に既に説明してい
るようにGJt G2:が存在し、これらの公共財の財源も一部は比例税によって賄われているが、郵便貯
金をその主たる財源としている。以下の分析では各世代の労働者数はL=1と仮定する。
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2.2　家計部門
家計部門は既に説明しているように2期間だけ生存するような家計2からなるオーバーラッピン
グ・ジェネレーションズ・モデル(OLG)を考える。各世代の構成員数は一定であり、連続的に存在
し、 L=1である。労働者はSalop型の円項市場上に一様分布で存在する。 t時点に誕生する家計部
門を第t世代と呼び、第t世代の代表的な個人の第t期の所得をwlとする。また、 t期における貯
蓄額をstとする。第t世代の代表的な個人の第t期の効用関数は
ut - log[ct] +孟log[C(+1 (5)
であり、 (5)を最大化する通常の効用最大化問題を考えることにより、第t世代の代表的な個人の
第t期の貯蓄関数は
Wt
∴　・) .% (6)
となる。 (6)から明らかなことは代表的な個人は利子率に依存せず、貯蓄水準を決定していること
である。3
次に家計が銀行部門と郵便貯金のいずれに預金4するのかという意思決定の閉篭を考察するO銀
行部門はSalop型モデル,に従い、空間的差別化を行っており、銀行数はn存在し、円環市場上に等間
隔で位置しているo郵便局は各個人と一体化していると仮定する。つまり、個人は移動コスト等の
取引費用を負担することなく、郵便局-アクセス可能な状態である。5第I銀行が捷示する預金金利
をzJi、郵便貯金が提示する預金金利をUとする06ある個人が第L'銀行にアクセスするための費用は
移動距離xにその単位当たりのコストtを乗じたものである。ある個人が郵便貯金ではなく、銀行
に頭金するための条件は
r昌-tx≧u (7)
となる(7)の意味するところは銀行部門の預金金利から移動コストを除いたものが郵便貯金の金
利を上回る限り、ある個人は銀行に預金するD
ある個人が銀行に預金するのと郵便貯金に預金するのが無差別となるような限界的な移動距離3;
の水準を3;mとするO　この」mは(7)より以下のような関係を満たしていなければならない。
(8)
n行からなる銀行部門は各銀行間の距離が23mより大であると仮定する。この仮定はかつて地方銀
行に見られた1県1行というルールをあらわしたものである07この仮定は円環市場上において、銀
行部門に預金を行わない家計が存在することを意味している0第L'銀行の第t期の預金量叫ま
= 2旦二空stL
t
(9)
輯I**デ.よi: ft涌ォu　　　蝣¥9
となる(9)のS,に(6)を代入し、さらにL-1を代入すると. (9)は
<S-2蔓-u wt
t 1+7
(10)
と修正される。
ところで、 tはG2タイプの公共財の水準により変化する。具体的には亡-t(GJ,t'<0,t >0という
関係を満たしているo GZは既に説明しているように政府が道路網を整備することによりある個人が
銀行へアクセスするための費用が逓減するような状態を作る公共財であるo　この公共財の財源の一
部は載便貯金であり、一部は比例税から調達されている。
2.3　銀行部門
銀行部門は貸出市場及び預金市場においてともに不完全戟争下にある。預金市場においては既に
家計部門で説明したようにSalop型の独占的競争下にあり、貸出市場においてはクールノー型の寡占
競争を仮定しているo各銀行は銀行設立にあたり、 fの固定費用を負担しなければならない。ただ
し、この固定費用は政府によるGlタイプの公共財の支出餅に応じて変化するoしたがって、 f=f(Gj)
となり、 r>O, r<Oの関係を満たしている。 Glタイプの公共財の支出財漸まG2タイプと同様に比例
税と郵便貯金に依存している0第)'銀行の第t期の利潤は
*l-r¥K上r呈t -f ＼‖＼
となる。各銀行は同質的な銀行から構成されているので、第1銀行の第t期の貸出額kJ,を集計化し
たものが銀行部門全体の貸出額となり、それは企業部門の資本に等しいoしたがって、 K(-nk¥とな
る。また、第1銀行の第t期の貸出額kt¥tkst-ds{という関係を満たしているOこれは集められた預
金が全て貸し出されることを意味する。第1'銀行の貸出金利は(3)によって与えられている(ll)
をKt及びrf,lこついて利潤最大化問題を解くことにより預金金利と貸出金利との間に以下のような関
係を導出できる。8
???
?ー
(12)
(12)において銀行数Dの増大は預金金利の低下をもたらす。また、貸出金利の上昇は預金金利の上
昇をもたらす。これは貸出金利の上昇が追加的な収入の増大をもたらすので、その調達コストであ
る預金金利の上昇を可能とする。
ところで、第t期の銀行部門全体の固定費用月fは自国経済に存在する資本K,と一定の関係がある
と仮定するO具体的には月・f-aKtとなる。係数aはf-f(G,)であるため、 G,に依存する関数a-a{G})
となり、 a′<O,a >Oの関係を満たしている。したがって、 (ll)で与えられた第1'銀行の第t期に利
潤はn声a(nk)を用いて、
v¥ - nk3 -rdkl -ak¥ (13)
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となる。ここで、銀行部門において自由参入が存在し、長期均衡を実現するような銀行数を考える。
長期均衡下において代表的な第1'銀行の第t期の利潤はゼロとなるので、 (13)より、 Tl-Td-a-0
となるような均衡の銀行数を考える。これに(12)を代入し整理すると、
n　=
(1-α)γ～
u-rt+2a
(14)
となり、これが長期均衡を実現するような均衡の銀行数である(14)から明らかなことは郵便貯金
の貸出金利の上昇は銀行部門の均衡の銀行数を増大させるo銀行部Plの園定費用の上昇9は均衡に
おける銀行部門の企業数を減少させる。また、郵便貯金の金利の上昇は代替的な関係にある銀行部
Plの銀行数の減少をもたらす。
(14)より銀行部門においてn*> 0となるためにはr,<u+2aが成立していなければならないD　また、
銀行部門が長期均衡下における貸出金利の下限は家計部門において銀行部門に預金しない家計が存
在するため、 (7)及び(8)からrs>u+aとなるO以上より銀行部門の長期均衡下における貸出金利は
u+a<ri<u+2a (15)
という関係を満たしており、 (15)が成立するもとで、銀行部門の長期均衡下における預金金利は長
期均衡を実現している銀行数を表す(14)を(12)に代入し、整理すると、
r昌　rt-a (16)
となる(16)は貸出金利が預金金利に一定のマークアップを加えたものとして与えられると解釈で
きる。また、家計部門が銀行と郵便貯金が無差別となるようなある家計の銀行部門までの距離は(8)
に(16)を代入して
x　-
が求まる。
Ti-u-a
(17)
3　経済成長と公共投資
公共財は既に述べたように銀行の設立コストの逓減をもたらすようなGJタイプ、銀行へのアクセ
スコストの逓減をもたらすようなG2タイプそしてそれ以外の一般的な公共財をGpとしたoそしてGL・
G>K Gr,はそれぞれの支出額を表している0 -殻的な公共財GpはBarro [1]と同様に、その財源を全
て比例税に依存しているolOしたがって、 (2)のような関係が存在する。それに対して、 GJとG2は郵
便貯金と比例税にその財源を依存している011ここではG,とG2の稔衝が郵便貯金の総額(Sp)を上回
るものと仮定するo Lたがって、
Gl+G2 -OTBYt+Sp (18)
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となる。 OはO<0<1を満たしており、 TBは公共財GlとG2のための比例税の税率を表しているo
BtbYiは比例税に伴う税収のうち、 0は今期の公共財のために充てられ、 (1 - 6) tuYiは前期の郵
便貯金の元本と利息に利用される。そしてT写Tp+ nという関係が存在するo
ところで、 (1)の生産関数はL-1よりYt-A,Kt* G」アとなり、 (2)を代入し整理すると、 12 ~股的な
公共財の支出額は
Gp - {rpA)x/a K (19)
となる(19)は税率及び資本ストックが与えられると一般的な公共財の水準が決まることを意味し
ている(19)を生産関数Yt=AtKtaG.評に代入し・整理すると、13
Y - riト<*)/aJl/aj」
となるOまた. (3)及び(4)に(19)及び7-*p+*B'の関係を代入すると、それぞれ
n - (l - rp -tb)α尋ト<x)/aJl/a
wt - (l - rp - rB) (1 - α)TlトB)/oAl/aKt
(20)
となる(21)及び(22)から貸金と資本財価格(銀行部門の貸出金利)の間には第t期おける資本スト
ックの水準が与えられると、
竺=ヒヱKt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(23)
v^^^Hu
という関係が存在するOここで、郵便貯金が存在するもとでの第t期における経済成長率(ft)を考
えるO通常の新古典派成長理論と同様にgt-K[+l/Ktという関係を満たしているOまた、第t期に
おける投資額はK,t+iに等しい14ので、経済成長率を銀行即弓の銀行数で表すなら、
9t= = 2x*
Kt十　　　　　?t
Kt　　　{2 + l)Kt
n
となる(24)に(14), (17), (23)を代入して整理すると、
9t=
2(1-α)'(ri-0-ォ)(r,r
α(2+7) t(2a+u-n)
(24)
(25)
となり、 (25)より経済成長率は移動コスト、郵便貯金の金利、銀行部門の貸出金利、時間選好率等
に依存した関数としてあらわすことが出来る。15
9t-9望,旦- +-j　　　　　　　　　　　　　　　　　(26)
(26)は当然の結果ではあるが、わが国の経済成長を考えるうえで、きわめて興味深いものである。
(24)を見ても明らかなように銀行部門の企業数の増大は経済成長を促進する役割を持っているO銀
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行部門への参入促進効果として考えられるのは(14)から貸出金利の上昇に伴う銀行部門の超過利潤
の増大に伴う参入効果であるo Lかし、わが国は高度成長期において低金利政策を採用していたの
は有名な事実であるO　この低金利政策は(26)とは明らかに矛盾する結果であるO　しかしながら、次
のように考えることが出来る。貸出金利は低水準の状態にあっても政府は郵便貯金の金利を政策的
に低下させることにより、郵便貯金から銀行預金へのシフトを促すことが可能であり、同時に郵便
貯金を通じて集められた資金と税収をもとに銀行へのアクセスコストを逓減するような公共投資
(G?)を増大させることによりtが低下し、この結果、さらに銀行部Flへの預金のシフトが生じ、経
済成長が促進されたことが(26)を通じて理解することが出来る。また,銀行部門は参入規制も存在
していたため、銀行部門の企業数の増大を通じての経済成長は非現実的に思われがちであるが、支
店網の拡大として考えるなら、 nの増大を支店数の拡大として捉えるなら、政府は郵便貯金と税収
をもとに支店の設立コストの逓減を促進するような公共投資(Gj)を拡大し、 aの低下を通じて経済
成長が促進されたとも解釈できるOいずれにしても(26)を通じてわが国の経済成長を促進させた要
因として勅使貯金分野の低金利政策と政府による公共投資が重要なものであったことが理解され
るO
命題　郵便貯金分野における低金利政策と公共投資がわが国の経済成長を促進させた。
次に郵便貯金の将来像を本モデルから推定することが出来るO銀行部Plの技術進歩や現在、政府
によって行われつつあるIT分野への投資(本稿では(G})への公共投資)が銀行の設立コストあるいは
支店網の設立コストを著しく低下させた結果、 r,>u+2aという関係が成立する場合、家計部門は全
ての貯蓄を銀行部門に委ねることになるOつまり、勅使貯金の消滅であるO　このときの経済成長率
は家計の全貯蓄が銀行部門へシフトするので、 (6), (23)を用いて
tfl =
となる。
(1-α)rL
(2+7)α
(27)
4　結論
本箱は銀行部門においてSalop型の空間的独占競争モデルを導入し、銀行と郵便貯金のいずれに預
金するのかといった個人の選択のルールを示したo同時に銀行部Plにおいて長期均衡を実現するよ
うな銀行数を示し、経済成長との関係を示した。そこで明らかなことは銀行部門の銀行数あるいは
支店数の増大が経済成長を促すということである。しかも道路網の整備や情報インフラといった郵
便貯金などを原資とする財政投融資に基づく公共財の増大は銀行部門への参入あるいは支店網の拡
大を促し、結果として経済成長が促進されることになる。つまり、郵便貯金が銀行部Plの発展を促
す基礎となっていることが示されている。
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また、第2節では特に触れられなかったが、 r,<u+aが成立する状態は銀行部門への預金が全く存
在しない状態である。このもとでは企業は銀行部門から資金を借入れ、投資を行うことが出来ず、
経済成長が発生しない、いわゆる貧困の民のような状態となる。この様な状態は非現実的な状態の
ように思われるが、第1節において触れたように日本開発銀行の融資活動は戦後の混乱期において
銀行部門が機能しない状態で、封便貯金などを原資とする財政投融資が民間銀行の役割を果たして
いたと考えることが出来るOつまり、わが国も戦後の混乱期において上述のような貧困の民のよう
な状態の可能性があったが、財政投融資を通じてこの状態を回避していた可能性がある。
郵便貯金と銀行は代替的な関係として捉えるだけでなく、我が国の経済成長において両者は補完
的な役割を果たしていた。しかも郵便貯金は我が国の銀行部門の発展を促していたことを理解しな
ければならない。
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注
1本稲で分析されていることは多くの実証分析では取り扱われていた0
2　第1期つまり勤労期において労働供給し,第2期つまり老年期において引退し,その後死亡する。第1
期において労働を通じて所得を獲得し,それを一部貯蓄し,第2期の消費に充当させる。
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3　効用関数から導出される当然の結果であるが,以下の分析を容易にするためである。
4　銀行部門が提示する預金のタイプは全て同質的であり.しかも勅使貯金とも預金金利の違いはあるが流
動性等は全て同じものと仮定する。
5　郵便局は地域密着型の金融機関であることを意図しているからである。必ずしも各個人と一体化して店
鏑が存在する必要はなく,郵便局の外務員が各個人を訪問していると考えることも出来る。逆に銀行の
いわゆるd外渉係り"が各個人を訪問することはコスト面で不可能であることを仮定している。
rpmの関係を仮定する。
7　この仮定はSalopモデル依拠したChiappori et al. [4]のように銀行間においてオーバーラップしながらの
競争を排除するためである。
8　銀行部門は同質的な銀行より構成されていると考えているので,均衡の貸出金利及び預金金利は同一・と
」i>、
(14)のaの上昇として現れる。
ユ0 -殻的な公共財は生産要素として1期間で全て利用されるので,その時点において勤労期を迎える世代
がその財源を負担すると考える。
ll GiとG2は社会資本と考え,その恩恵は現世代だけでなく,将来世代もその恩恵を受けているので,将来
世代に対しては郵貯の元本と利息のための増税という形を取りながら,世代間の負担の公平を図ってい
る。
12　t時点であることを省略している。
13　t時点であることを省略しているO
14毎期の資本ストックはその1期間で全て償却されていることを仮定している0
15各変数の下の添え字は偏徴係数を表している。
